補助金等の申請における納税証明書等の添付について

１　趣旨

　県の補助金等は県の税金が財源の一部となっていること、また、県税の納税証明書または同意書（以下「納税証明書等」という。）の添付は、県税の徴収率の向上が期待できることから、原則として、平成２２年度から補助金等の申請において納税証明書等の添付を全庁的に実施しています。
２　対象とする事業
　県の補助事業、貸付事業（制度融資を含む）、利子補給事業
　ただし、次の一に該当する場合は納税証明書等の添付を不要とします。

ア　申請者が市町（一部事務組合を含む）である場合
イ　申請者が、公益性が高く、収益事業を行わない団体である場合
　①　法人で、法人二税が非課税である団体

　②　任意団体で、収益事業を行わず法人二税が非課税である団体

　③　収益事業を行わないため、法人県民税の均等割のみ課税され、かつ減免を受けた団体

ウ　申請者の生活等安定のため不可欠である場合
　ア、イに該当しないが、生活等安定のためには必要不可欠な補助金（貸付金）であり、県税の納税の有無で補助（貸付）の実施を打ち切れないと判断される事業の申請者

　（例）災害援護資金貸付金、母子福祉資金貸付金、寡婦福祉資金貸付金　など

エ　その他
　ア～ウに該当しないが、申請者が、事業目的がまちづくりやボランティア活動など公益性が高い活動に従事する団体、個人

　（例）介護・子育てボランティア活動支援事業、ふくいブランド大使活動支援事業　など

※　上記ウまたはエについては、納税証明書等の添付の趣旨および他事業とのバランス等の観点から安易に適用されるべきものでないため、新らにこれらを適用しようとする場合は、事前に税務課と協議してください。

３　申請者に添付を求める証明書等について
（１）福井県の県税に滞納がないことを証明事項とする納税証明書　　　（１）（２）
（２）納税状況の確認に関する同意書（別添「参考例」参照）　　　　　　　　のいずれか
なお、要綱等においてこれらの添付を求める際には、

ア　申請者の利便性や経済的負担に配慮し、納税証明書と同意書の選択は申請者に任せるべきであること

イ　課・事業ごとに、添付書類にばらつきがあるのは好ましくないこと
等の観点から、原則として、全ての事業において、納税証明書と同意書のいずれかを申請者が選択できるようにしてください。
　ただし、同意書は、庁内（所管課と福井県税事務所・嶺南振興局税務課との間）においてのみ利用可能なものであるため、金融機関など県以外の組織において滞納の有無を確認する必要がある場合は、同意書は利用できず、納税証明書が必須となります。
（３）地方消費税の納税証明書
４　納税証明書等について
（１）納税証明書
　「県税に滞納がないことを証明事項とする納税証明書」は、県内６か所（福井県税事務所、坂井県税相談室、奥越県税相談室、丹南県税相談室、嶺南振興局税務部、二州県税相談室）で発行しています（発行手数料４００円を要します）。
　　　　なお、納税証明書は、２か月以内に発行されたものに限ります。
　（２）同意書

　納税状況の確認に関する同意書は、個人情報保護の観点から「申請者に係る県税の納税状況に関する情報を、県税事務所等が、補助金を所管する課等に提供すること」について申請者が同意することを証する文書です。

　提出された同意書は、所管課においてとりまとめ、原則として住所地が嶺北の申請者については福井県税事務所に、嶺南の申請者については嶺南振興局税務部に、公文書で送付し、その回答により納税状況を確認してください（申請者の手数料は不要です）。
（３）地方消費税の納税証明書

　　　地方消費税の納税証明書は、税務署で発行しています。なお、納税証明書は、２か月以内に発行されたものに限ります。（※納税証明書については、オンライン請求ができます。e-Taxホームページ　http://www.e-tax.nta.go.jp）

【法人の場合】

　　　・管轄の税務署が発行する法人税、消費税および地方消費税に滞納がない旨の証明書
【個人の場合】

　　  ・管轄の税務署が発行する申告所得税および復興特別所得税、消費税および地方消費税の滞納がない旨の証明書

５　要綱等の改正について

　補助金等交付要綱や要領等の改正は、各補助金等の所管課で行ってください。

６　納税証明書のコピー対応について
　補助金等交付申請書には、原則として納税証明書の原本の添付を要しますが、同一申請者が県に対して複数の補助金等を申請する場合は、申請者の利便性や経済的負担に配慮し、コピーでも可とします。
ただし、コピーは、補助金等の所管課等が（例）「原本と相違ないことを確認しました。令和○年○月○日　福井県○○○部△△△課長 公印 」と原本証明したものに限ります。

　また、２か月以内に発行された納税証明書をコピーしたものであることを要します。
なお、電子申請による場合は、PDFで添付することができるものとし、原本証明も不要とします。

県税の納税状況の確認について
　私は、福井県社会福祉施設および医療機関等における省エネ設備等支援事業助成金の交付を福井県に申請するに当たり、福井県の県税事務所等が、福井県長寿福祉課・障がい福祉課・児童家庭課・地域福祉課・地域医療課・医薬食品・衛生課に対し、私の福井県への納税状況に関する情報を提供することに同意します。

　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　住所（所在地）
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（法人にあっては名称および代表者の氏名）
　　福井県知事　　　　　 様
	＊納税状況の確認に関する事項
本同意書に基づき提供された納税状況は、福井県が実施する福井県社会福祉施設および医療機関等における省エネ設備等支援事業助成金の交付事務以外には使用いたしません。


※福井県担当者記入欄
	上記の者の　　　　年　　月　　日現在の県税の納税状況については以下のとおりです。
　　□滞納なし　　　　　□滞納あり
　　□徴収猶予あり



回答事務所　　□福井県税事務所　□嶺南振興局税務部
同意書を提出される際は、貴事業所を所管する部署名だけに修正してください（本コメントも削除してください）
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